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平成２９年９月 浜田市議会定例会 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 今回の補正予算は、７月４日から５日にかけて発生した大雨により被災した道路、

農業用施設等の災害復旧経費等について調整を行うものです。 
  （平成２９年７月５日 専決） 

 
 
 
 
 
■ 補正額は次のとおりです。 

（単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

一 般 会 計（第２号） 38,035,714 3,619,252 41,654,966
 
 
 
 
 
■ 主な補正事項は次のとおりです。 
（１）農地等小規模災害復旧支援（農地等の土砂除去等に対する補助） 

（２）林地崩壊防止事業（林地の復旧工事等） 

（３）災害被害森林復旧対策事業（市有林内作業道の復旧工事等） 

（４）建物裏山崩壊土砂等除去支援（裏山の崩壊に係る土砂撤去等に対する補助） 

 （５）宅地自然災害防止事業（崖地等崩壊箇所の崩壊防止工事等） 

（６）公共土木施設災害復旧経費（道路、河川の復旧工事等） 
（７）農地、農業用施設災害復旧経費（農地、農道、用排水路、ため池の復旧工事

等） 
 （８）林業用施設災害復旧経費（林道の復旧工事等） 
 （９）農村公園災害復旧経費（農村公園の復旧工事等） 
 （10）文教施設災害復旧経費（中学校、交流施設の復旧工事等） 
（11）公共・公用施設災害復旧経費（観光施設の復旧工事等） 

 

平成２９年度 一般会計補正予算（第２号）説明資料 

１．編 成 概 要 

２．予 算 規 模 

３． 補 正 事 項 



１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

12 分 担 金 及 び 負 担 金 454,784 29,842 484,626

7,865
10,500
6,526 他

14 国 庫 支 出 金 4,455,350 1,183,921 5,639,271
1,165,249

18,672

15 県 支 出 金 3,074,311 475,241 3,549,552

53,805
134,446
263,640 他

18 繰 入 金 2,622,741 235,548 2,858,289 235,548

21 市 債 3,979,200 1,694,700 5,673,900

147,300
205,600

1,193,000 他

38,035,714 3,619,252 41,654,966

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 5,132,668 23,284 5,155,952

6 農 林 水 産 業 費 3,630,084 78,000 3,708,084 18,350 33,500 7,865

8 土 木 費 3,120,001 68,000 3,188,001 29,900 10,500

9 消 防 費 1,384,108 9,766 1,393,874

11 災 害 復 旧 費 90,000 3,440,202 3,530,202 1,640,812 1,631,300 11,477

38,035,714 3,619,252 41,654,966 1,659,162 1,694,700 29,842

林地崩壊防止事業分担金
宅地自然災害防止事業分担金
２９年農地災害復旧費分担金

歳出合計

27,600

235,548

156,613

9,766

款 特   定   財   源補正前の額 補　正　額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

一般財源

款

歳入合計

現年農業用施設災害復旧費
現年林業施設災害復旧費
現年公共土木施設災害復旧費

説                   明

財政調整基金繰入金

２９年公共土木施設災害復旧費
２９年教育施設災害復旧費

２９年農地災害復旧費
２９年農業用施設災害復旧費
２９年林業施設災害復旧費

18,285

23,284

４．一般会計補正予算（第２号）

2



２．事業別の補正事項

1 新規 災害対策費 23,284 0 0 0 23,284

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 23,284 23,284

23,284 0 0 0 23,284

2 新規 農地等小規模災害復旧支援事業 14,000 0 0 0 14,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 14,000 14,000
3 新規 林地崩壊防止事業 59,000 15,850 33,500 7,865 1,785

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 59,000 59,000
4 新規 災害被害森林復旧対策事業 5,000 2,500 0 0 2,500

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 5,000 5,000

78,000 18,350 33,500 7,865 18,285

5 新規 建物裏山崩壊土砂等除去事業 26,000 0 0 0 26,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 26,000 26,000

番号

6

事業名及び事業概要
新規
区分

一般財源事業費 国県支出金 地方債 その他

新規
区分 事業名及び事業概要番号 事業費

（総   務   費）

国県支出金 一般財源

総務費 合計

平成２９年７月豪雨災害における総務関係災害対策経費
○時間外勤務手当等　　　                16,550千円
○災害対応物資調達費等　                 3,527千円
○災害復興室設置費等　　                 3,207千円

2

地方債 その他

23,284

一般財源

平成２９年７月に発生した豪雨により被災した市有林内
の作業道の復旧工事等
〇補助分　弥栄：　２箇所

地方債 その他国県支出金事業費

68,000

（農林水産業費）

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した林地の
復旧工事等
林地崩壊
○補助分　浜田：　１箇所　金城：　２箇所
　　　　　弥栄：１０箇所　三隅：　１箇所
〇単独分　浜田：　１箇所　金城：　１箇所
　　　　　弥栄：　７箇所　三隅：　１箇所
（詳細はＰ8の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

平成２９年７月に発生した豪雨により被災した農地及び
農業用施設の所有者又は管理者に対し、農地等に堆積し
た土砂の除去等の復旧に係る費用の一部について補助金
を交付する
〇補助率：１／２（上限200千円）
　　浜田：１０箇所　　金城：４０箇所
　　　旭：１０箇所　　弥栄：４０箇所
　　三隅：４０箇所
（詳細はＰ7の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

事業名及び事業概要

78,000

農林水産業費 合計

裏山の崩壊により建物の敷地内に土砂等が堆積した場合
の土砂等の除去に要した費用の一部について、請負業者
に対し補助金を交付する
〇補助率：１／２（上限300千円）
（詳細はＰ9の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

新規
区分

8 （土   木   費）

番号
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6 自然災害防止事業 42,000 0 29,900 10,500 1,600

【事業費】
補正前 補正額 補正後

10,000 42,000 52,000

68,000 0 29,900 10,500 27,600

7 新規 災害対策費 9,766 0 0 0 9,766

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 9,766 9,766

9,766 0 0 0 9,766

8 ２９年農地災害復旧費 180,071 53,805 66,100 6,526 53,640

【事業費】
補正前 補正額 補正後

10,000 180,071 190,071
9 ２９年農業用施設災害復旧費 329,071 134,446 147,300 4,951 42,374

【事業費】
補正前 補正額 補正後

10,000 329,071 339,071

事業費

11

事業名及び事業概要

国県支出金

番号 事業名及び事業概要

地方債 その他 一般財源

平成２９年７月に発生した豪雨により崩落等が発生して
いる崖地において、災害の拡大を防止する
○宅地自然災害防止工事
　　浜田：１０箇所　金城：　１箇所
　　　旭：　３箇所　弥栄：　３箇所
　　三隅：１０箇所

平成２９年７月豪雨災害における消防関係災害対策経費
〇時間外勤務手当等　　　　　　　　　　　　5,703千円
〇消防団員費用弁償　　　　　　　　　　　　3,737千円
〇非常備消防資機材修繕費等　　　　　　　　　326千円

番号
新規
区分

番号
新規
区分 事業名及び事業概要

新規
区分

9 （消　防　費）

土木費 合計

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した農地の
復旧工事等
農地畦畔
〇補助分　浜田：　６箇所　金城：１３箇所
　　　　　　旭：　４箇所　弥栄：３８箇所
　　　　　三隅：１０箇所
〇単独分　浜田：　５箇所　金城：３０箇所
　　　　　　旭：　５箇所　弥栄：４０箇所
　　　　　三隅：２０箇所

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した農業用
施設の復旧工事等
農業用施設
〇補助分　金城：１０箇所　　旭：　　６箇所
　　　　　弥栄：４９箇所　三隅：　１７箇所
〇単独分　浜田：　６箇所　金城：　５５箇所
　　　　　　旭：１２箇所　弥栄：１００箇所
　　　　　三隅：５０箇所

3,440,202（災害復旧費）

地方債事業費

消防費 合計

国県支出金 その他 一般財源

事業費 国県支出金

9,766

一般財源地方債 その他
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10 ２９年林業施設災害復旧費 535,031 263,640 205,600 0 65,791

【事業費】
補正前 補正額 補正後

20,000 535,031 555,031
11 新規 ２９年農村公園災害復旧費 11,600 5,000 5,000 0 1,600

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 11,600 11,600
12 ２９年公共土木施設災害復旧費 2,351,276 1,165,249 1,193,000 0 △ 6,973

【事業費】
補正前 補正額 補正後

50,000 2,351,276 2,401,276
13 新規 ２９年学校教育施設災害復旧費 30,777 18,672 12,000 0 105

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 30,777 30,777
14 新規 ２９年社会教育施設災害復旧費 648 0 600 0 48

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 648 648
15 新規 ２９年観光施設災害復旧費 1,728 0 1,700 0 28

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 1,728 1,728

3,440,202 1,640,812 1,631,300 11,477 156,613

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

災害復旧費 合計

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した学校教
育施設の復旧工事等
○補助分　弥栄：１箇所　弥栄中学校

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した農村公
園の復旧工事等
○補助分　弥栄：１箇所　北山沢公園

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した公共土
木施設の復旧工事等
道路
○補助分　浜田：　５箇所　金城：１５箇所
　　　　　　旭：　６箇所　弥栄：３３箇所
　　　　　三隅：５３箇所
○単独分　浜田：　３箇所　金城：１０箇所
　　　　　　旭：１０箇所　弥栄：２５箇所
　　　　　三隅：３６箇所
河川
○補助分　浜田：　１箇所　金城：３１箇所
　　　　　　旭：　１箇所　弥栄：１３箇所
　　　　　三隅：２７箇所
○単独分　浜田：１２箇所　金城：　３箇所
　　　　　　旭：　２箇所　弥栄：　５箇所
　　　　　三隅：　４箇所

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した社会教
育施設の復旧工事等
○単独分　金城：１箇所　若生まなびや館

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した林業施
設の復旧工事等
林業施設
〇補助分　金城：１１箇所　　旭：　３箇所
　　　　　弥栄：２８箇所　三隅：３１箇所
〇単独分　浜田：　２箇所　金城：　５箇所
　　　　　　旭：　３箇所　弥栄：１０箇所
　　　　　三隅：１０箇所

平成２９年７月に発生した豪雨において被災した観光施
設の復旧工事等
○単独分　弥栄：１箇所　ふるさと体験村

地方債 その他 一般財源
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（ 追　加 ）

千円

（ 変　更 ）

千円 千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 方 法 利 率 償 還 の 方 法

林地崩壊防止事業 33,500
証書借入

又は
証券発行

 　　　　　5.0％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

借入先の融資条件
による。ただし、市
財政の都合により
据置期間及び償還
期限を短縮し、若し
くは延長し、繰上償
還を行い、又は借
換えすることができ
る。

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

自 然 災 害 防 止 事 業 20,600 50,500

災 害 復 旧 事 業 25,600 1,656,900

３．地方債補正
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

全体計画 29年度 30年度 31年度以降

14,000 14,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 14,000 14,000 0 0

財
源
内
訳

国県支出金

地方債(　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　　）

一般財源

　

　市民参加の実施　（有　・　無）

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　平成29年7月4日から5日の梅雨前線豪雨により被災した農地等の復旧を行う者に対して、その復旧に要する費用の
一部を助成することにより、その者の経済的な負担を軽減し、もって農業経営の安定と市民の生活の安定を図る。

　　平成29年7月4日から5日の梅雨前線豪雨により被災した中山間地域では、高齢化が進む中、補助事業で対応でき
ない農地等において、自力で復旧することが難しいことから農地の遊休化、耕作放棄地化に拍車がかかることが懸念
される。

　早急に農地等の復旧に対して支援を行うことで、農業者の経営安定化ならびに中山間地域の農地保全、農業振興
等が図られる。

実施年度 ： 平成29年度
総事業費 ： 14,000千円
事業内容 ： 被災した農地等の復旧費に対して、その復旧に要する費用の一部を助成する。
　　　　　　　　農　地　　【全体】70箇所　【浜田】5箇所　【金城】20箇所　【旭】5箇所　【弥栄】20箇所　【三隅】20箇所
　　　　　　　　施　設　　【全体】70箇所　【浜田】5箇所　【金城】20箇所　【旭】5箇所　【弥栄】20箇所　【三隅】20箇所
補助金額 ： 費用の１／２以内。1対象事業当たり補助限度額20万円

事務事業名 農地等小規模災害復旧支援事業
2

産業経済部　農林振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

全体計画 29年度 30年度 31年度以降

59,000 59,000 0 0

15,850 15,850 0 0

33,500 33,500 0 0

あり 7,865 7,865 0 0

なし 1,785 1,785 0 0

事務事業名 林地崩壊防止事業
3

産業経済部　農林振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

（1）事業の概要・全体計画等

　平成29年7月4日から5日の梅雨前線豪雨により各地で発生した林地崩壊は、再被災が懸念されることから、林地崩
壊防止事業により対策工事を実施し民生の安定を図る。

　平成29年7月4日から5日の梅雨前線豪雨により、浜田市三隅町および弥栄町を中心に各地で、家屋裏山の林地崩
壊が発生した。落石により家屋に被害を与えている。
　最近の異常気象等による豪雨により、民家裏山が不安定な状態になり林地崩壊が発生したものであり、民家の裏山
であることから再被災防止のため、県単林地崩壊防止事業による対策工事を実施し、再被災防止に努める。

　家屋裏山の崩壊をこのまま放置すると再被災により家屋に悪影響を与えることから、地元申請に基づき県単林地崩
壊防止事業で対策工事を実施することにより、民生の安定が図られる。

実施年度 ： 平成29年度
総事業費 ： 59,000千円 （本工事費45,700千円・測量設計費8,400千円・伐採委託料3,290千円・事務費1,610千円）
事業内容 ： 補助分　【浜田】1箇所　　【金城】2箇所　　【弥栄】10箇所　【三隅】1箇所
　　　　 　 　　 単独分　【浜田】1箇所　　【金城】1箇所　　【弥栄】7箇所　         【三隅】1箇所

　

　市民参加の実施　（有　・　無）

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（合併特例債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（分担金）

一般財源

8



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

#N/A 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

26,000 26,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 26,000 26,000 0 0

財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

　

　　　　　　　　　　　　　　撤去依頼　　　　　　　　　　　 撤去後申請　　　　　　　　　　　　　支払い

 例　撤去費用 500千円           申請 500千円×1/2＝250千円　　業者へ250千円補助　　　　　市より　　250千円
  　　うち個人負担 250千円                                                                                          個人より  250千円

積算根拠：130千円×200件＝26,000千円

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　被災者から建物の敷地内に堆積した土砂等を除去委託された建設業者に対して、その除去に要する費用の一部を
助成することにより、被災者の経済的な負担を軽減する。

　平成29年7月4日から5日の梅雨前線豪雨により、建物の裏山が崩壊したこと等に伴い、建物の敷地内の土砂が堆積し
ている所が多く発生している。

　被災者の経済的な負担を軽減して、住民の生活の安定を図る。

　平成29年7月4日からの一連の大雨により、市内に存する建物の裏山が崩壊したこと等により、当該建物の敷地内に堆
積した土砂等の除去事業のうち、次のいずれかに該当するものとする。
　　　◎建設業者に委託して実施するもの
　　　◎建設機械等を借り上げて実施するもの
〔概要〕
　　・申請等の手続：原則として土砂等の除去の委託を受けた建設業者が行う。
　　・助成金額：土砂等の除去に要した費用の1/2（助成金上限300千円）　※千円未満切り捨て
　　・申請期限：平成30年3月末まで
　　・必要書類：①申請書　②委任状　③写真（着手前と完了後）　④請求書または領収書の写し

事務事業名 建物裏山崩壊土砂等除去事業
5

都市建設部　建設企画課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

被災した

個人
業者

建設企画

課
業者

9
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平成２９年９月 浜田市議会定例会 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 今回の補正予算は、国県補助事業において追加や変更を要する事業、並びに６月

補正予算編成後に新たに生じた経費について調整を行うものです。 
 
 
 
 
 
■ 補正額は次のとおりです。 

（単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

一 般 会 計（第３号） 41,654,966 396,861 42,051,827
 
 
 
 
 
■ 主な補正事項は次のとおりです。 
（１）災害対応設備整備事業 

・災害時における迅速な情報共有を図るため、テレビ会議システムを整備 
（２）保育所等の防犯対策強化に対する支援 

・門、フェンス等の設置など ３施設 

・非常通報装置等の設置   ８施設 

（３）浜田駅前広場整備事業 

・民間事業者が実施するホテルの移転新築に合わせ、駅前広場の整備を実施 

・事業期間 平成２９年度～平成３１年度 

（４）石正美術館におけるアトリエ再現工事の実施 

・故石本正先生のご遺族から寄附を受け、アトリエ再現工事を実施 

平成２９年度 一般会計補正予算（第３号）説明資料 

１．編 成 概 要 

２．予 算 規 模 

３． 補 正 事 項 



１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

9 地 方 特 例 交 付 金 20,888 54 20,942 54

10 地 方 交 付 税 11,700,000 393,755 12,093,755 393,755

14 国 庫 支 出 金 5,639,271 2,994 5,642,265
348

2,646

15 県 支 出 金 3,549,552 643 3,550,195 643

17 寄 附 金 1,178,962 12,000 1,190,962 12,000

18 繰 入 金 2,858,289 △ 471,557 2,386,732
△495,400

23,843

19 繰 越 金 1 556,288 556,289 556,288

20 諸 収 入 1,003,545 29,559 1,033,104

△1,650
836

30,234 他

21 市 債 5,673,900 △ 126,875 5,547,025

2,700
4,800

△134,475 他

41,654,966 396,861 42,051,827

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 5,155,952 430,773 5,586,725 348 2,700 941

3 民 生 費 10,914,075 12,042 10,926,117 2,646 4,800

4 衛 生 費 3,280,418 500 3,280,918 500

6 農 林 水 産 業 費 3,708,084 5,168 3,713,252 5,000

8 土 木 費 3,188,001 △ 150 3,187,851 0 100 △ 1,650

10 教 育 費 2,824,191 12,000 2,836,191 30,343

12 公 債 費 6,306,163 △ 63,472 6,242,691

41,654,966 396,861 42,051,827 2,994 7,600 35,134

地方特例交付金

財政調整基金繰入金
ふるさと応援基金繰入金

社会保障・税番号制度システム整備事業費
保育所等整備事業費

乳幼児医療費（過年度分）

168

426,784

一般財源

款

歳入合計

潰谷川砂防事業費
情報政策雑入
後期高齢者医療療養給付費負担金返還金

Ｊアラート新型受信機整備事業費
福祉施設整備事業費
臨時財政対策債

説                   明

前年度繰越金

款 特   定   財   源補正前の額 補　正　額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

歳出合計

1,400

△ 18,343

351,133

△ 63,472

4,596

普通交付税

文化振興寄附金

４．一般会計補正予算（第３号）
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２．事業別の補正事項

1 財政調整基金積立金 280,000 0 0 0 280,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

8,234 280,000 288,234
2 ひゃこるネットみすみ運営事業 5,958 0 0 836 5,122

【事業費】
補正前 補正額 補正後

96,467 5,958 102,425
3 基幹系業務システム更新事業 2,140 348 0 0 1,792

【事業費】
補正前 補正額 補正後

15,826 2,140 17,966
4 新規 災害対応設備整備事業 10,799 0 0 0 10,799

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 10,799 10,799
5 新規 Ｊアラート新型受信機整備事業 2,776 0 2,700 0 76

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 2,776 2,776
6 国県補助金等精算返還金 129,100 0 0 105 128,995

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 129,100 129,100

430,773 348 2,700 941 426,784

7 ラ・ぺアーレ浜田改修事業 4,795 0 4,800 0 △ 5

【事業費】
補正前 補正額 補正後

9,315 4,795 14,110

平成２８年度決算剰余金の積立

新規
区分 事業名及び事業概要

3

番号

事業名及び事業概要

施設の老朽化に伴う空調設備更新に係る経費
〇１系統分の更新
　　茶室及び教養室３（３階部分）

番号
新規
区分

事業費

（民   生   費）

災害時における情報収集及び情報共有をより効率的かつ
確実に行うための各種設備を整備する
○テレビ会議システム整備　　　　　　　 　9,988千円
○支所災害対策本部用パソコン整備　　　　   811千円
（詳細はＰ8の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

事業費

電柱の建替えに伴う伝送路の移設等が増加したことによ
る調整

国県支出金 一般財源

総務費 合計

12,042

防災行政無線による緊急情報の伝達時間を短縮するため
に、現行の受信機を新型の受信機に更新する
○Ｊアラート新型受信機整備費　   　　 　 2,776千円
（詳細はＰ9の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

番号制度について、国の提示する標準データレイアウト
等が変更になったことによる調整

（総   務   費）2

地方債 その他

430,773

地方債 その他国県支出金 一般財源

平成２８年度国県補助金等の精算に伴う返還金
○国庫支出金（生活保護費他）　１９件　 102,474千円
○県支出金（福祉医療費他）　　１２件　　26,626千円
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8 障がい者福祉事務費 4,650 0 0 0 4,650

【事業費】
補正前 補正額 補正後

4,125 4,650 8,775
9 新規 保育所防犯対策強化事業 3,967 2,646 0 0 1,321

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 3,967 3,967
10 保育所入所受入促進事業 △ 1,370 0 0 0 △ 1,370

【事業費】
補正前 補正額 補正後

22,060 △ 1,370 20,690

12,042 2,646 4,800 0 4,596

11 動物愛護推進事業 500 0 0 500 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

733 500 1,233

500 0 0 500 0

12 有害鳥獣被害防止施設整備事業 0 0 0 2,000 △ 2,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

4,560 0 4,560
13 有害鳥獣捕獲事業 0 0 0 3,000 △ 3,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

10,747 0 10,747

財源振替（ふるさと応援基金）

番号

保育所等の防犯対策を強化するため、非常通報装置・防
犯カメラ設置等必要な安全対策に要する費用について補
助を行う
○門、フェンス等の外構の設置修繕　　1,639千円
　対　　象：３園
　負担割合：国１／２、市１／４、法人１／４
○非常通報装置等の設置　　　　 　　 2,328千円
　対　　象：８園
　負担割合：国１／２、市１／４、法人１／４

民生費 合計

平成２９年１０月２１日からフランスのナント市で開催
される障害者の文化芸術国際交流事業「２０１７ ジャパ
ン×ナントプロジェクト」に参加する社会福祉法人いわ
み福祉会に対し、渡航費用等の支援を行う
〇参加団体：（福）いわみ福祉会芸能クラブ
〇助 成 額：4,650千円
〇事業内容：石見神楽の上演（演目：大蛇）
（詳細はＰ10の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

財源調整（№9との予算組み替え）

国県支出金

500

事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

一般財源地方債 その他

（衛　生　費）

事業名及び事業概要

衛生費 合計

新規
区分

4

番号

5,168

国県支出金事業費事業名及び事業概要

6

猫の不妊去勢手術助成金申請件数が当初の想定を大幅に
超える見込みになったことによる調整
○申請件数　１００件（当初）　→　２００件（見込）

財源振替（ふるさと応援基金）

（農林水産業費）

新規
区分

地方債 その他 一般財源番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費
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14 美又地域６次産業化支援事業 1,500 0 0 0 1,500

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 1,500 1,500
15 冷凍冷蔵庫整備支援事業 3,668 0 0 0 3,668

【事業費】
補正前 補正額 補正後

25,000 3,668 28,668

5,168 0 0 5,000 168

16 土木総務事務費 △ 1,650 0 0 △ 1,650 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

32,076 △ 1,650 30,426
17 舗装補修事業 △ 15,750 △ 8,580 △ 6,800 0 △ 370

【事業費】
補正前 補正額 補正後

45,150 △ 15,750 29,400
支弁人件費 300 0 0 0 300

【事業費】
補正前 補正額 補正後

△ 860 300 △ 560
18 道路ストック災害防除事業 15,750 8,580 6,900 0 270

【事業費】
補正前 補正額 補正後

94,108 15,750 109,858
支弁人件費 △ 300 0 0 0 △ 300

【事業費】
補正前 補正額 補正後

△ 1,792 △ 300 △ 2,092
19 新規 浜田駅前広場整備事業 1,500 0 0 0 1,500

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 1,500 1,500

△ 150 0 100 △ 1,650 1,400土木費 合計

新規
区分

工事請負費の増額に伴う事業間調整（社会資本整備総合
交付金事業）
（№17との予算組み替え）

番号 一般財源事業費 国県支出金 地方債 その他

地方債 その他 一般財源

国庫補助対象となる事業費が当初予算で想定していたも
のより小さくなり、事業者の自己負担額が大きくなった
ため、自己負担額の５％の補助とするための調整
〇国庫補助金額
　250,000千円（当初見込）→116,500千円（決算見込）
〇自己負担額（市補助を除く）
　500,000千円（当初見込）→573,370千円（決算見込）

浜田ステーションホテルの移転に合わせ、浜田駅前の道
路整備などを行い、主要施設のアクセスと日常生活の利
便性の向上を図る
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

農林水産業費 合計

県受託事業の年度間調整（平成２９年度→平成３１年
度）
〇潰谷川砂防工事に係る代替地取得

事業名及び事業概要

△ 150

事業間調整（社会資本整備総合交付金事業）
（№18との予算組み替え）

8 （土   木   費）

美又地域の「地域まるごと６次産業化」の取り組みを推
進し、交流人口の拡大を目指し、地域の活性化を図る
（詳細はＰ11の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金
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20 児童生徒安全対策推進事業 0 0 0 1,000 △ 1,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

3,505 0 3,505
21 教育研究活動事業 0 0 0 2,000 △ 2,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

9,835 0 9,835
22 児童生徒健全育成事業 0 0 0 2,000 △ 2,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

13,500 0 13,500
23 問題行動・いじめ等指導相談事業 0 0 0 1,000 △ 1,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

2,415 0 2,415
24 小学校外国語活動推進事業 0 0 0 1,000 △ 1,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

3,395 0 3,395
25 外国語指導助手招致事業 0 0 0 11,343 △ 11,343

【事業費】
補正前 補正額 補正後

35,543 0 35,543
26 新規 石正美術館施設改修事業 12,000 0 0 12,000 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 12,000 12,000

12,000 0 0 30,343 △ 18,343

27 長期債利子 △ 63,472 0 0 0 △ 63,472

【事業費】
補正前 補正額 補正後

490,454 △ 63,472 426,982

△ 63,472 0 0 0 △ 63,472

財源振替（ふるさと応援基金）

財源振替（ふるさと応援基金）

財源振替（ふるさと応援基金）

財源振替（ふるさと応援基金）

財源振替（ふるさと応援基金）

10 （教   育   費）

新規
区分

故石本正氏の御親族からの寄附金により、石正美術館内
に故人のアトリエを再現するための改修を行う
○アトリエ再現改修工事
○愛用品等移送委託
（詳細はＰ13の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

事業名及び事業概要

財源振替（ふるさと応援基金）

新規
区分

番号

教育費 合計

12

番号

公債費 合計

不用額の調整

事業名及び事業概要

（公   債   費）

その他

△ 63,472

地方債国県支出金 一般財源

一般財源

事業費

事業費 その他国県支出金 地方債

12,000
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（ 変　更 ）

千円 千円

３．地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

防 災 施 設 整 備 事 業 39,300 42,000

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 20,500 25,300

道 路 橋 梁 整 備 事 業 862,400 862,500

臨 時 財 政 対 策 債 1,200,000 1,065,525
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

10,799 10,799 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 10,799 10,799 0 0

6-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

6．安全で安心して暮らせるまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

災害時における情報収集及び情報共有を、より効率的かつ確実に行うための各種設備を整備する。

７月豪雨による災害時に各拠点との情報共有を行う際に、情報が錯綜する事案が見受けられた。

１　テレビ会議システム
　平常時は会議等での利用を行いながら、災害対応時には常時接続し、本庁支所間でのテレビ会議による情報共有
が可能となる。
　また本庁支所間だけではなく、各拠点が情報の発信元となることも可能となるため、複数の拠点間で同時に会議を開
催することができる。
　拠点：災害対策本部（本庁）、安全安心推進課（本庁）、各支所、消防本部　　計７か所

（イメージ図）

２　支所対策本部用情報収集パソコン
　Ｗｉ－Ｆｉでインターネットにつながる情報収集用パソコンを各支所災害対策本部（4か所）に常備することで、迅速な情
報収集が可能となる。

1　テレビ会議システム整備　　　　　　　　　　  9,988千円
2　支所対策本部用情報収集パソコン整備　    811千円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　10,799千円

事務事業名 災害対応設備整備事業
4

総務部　安全安心推進課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度～平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

本庁 金城支所 消防本部 三隅支所

同時にテレビ会議
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

2,776 2,776 0 0

0 0 0 0

2,700 2,700 0 0

あり 0 0 0 0

なし 76 76 0 0

6-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（緊防債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

Ｊアラートによる災害情報等の受信の仕組み

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

6．安全で安心して暮らせるまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　全国瞬時警報システム（以下「Ｊアラート」）の受信機を現行受信機から新型受信機に更新する。

　近年、熊本地震など大規模な自然災害が頻発しており、住民の迅速かつ確実な避難が可能となるよう　Ｊアラートによ
る災害情報等の伝達についても、一層の迅速化を早期に実現する必要がある。
　また、現行受信機については将来ソフトウェアサポートが終了することが消防庁より明言されている。

　現行受信機を新型受信機に更新することにより、緊急情報を伝達する同報系防災行政無線の自動起動に要する時
間を短縮することが可能となる。
　今後、　Ｊアラートで配信する情報を追加等した場合、現行の受信機では受信機の処理能力や容量が不足するおそ
れがあるが、新型受信機に更新することで、これらの状況に対応することができる。

　Ｊアラート新型受信装置　　1,800,000円
設置調整費　　　　　　　　　　  770,000円
消費税　　　　　　　　　　　　    205,600円
合   計 　　　　　　　　　　　　 2,775,600円

事務事業名 Jアラート新型受信機整備事業
5

総務部　安全安心推進課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度～平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

（総務省消防庁資料）

9



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

4,650 4,650 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 4,650 4,650 0 0

事務事業名 障がい者福祉事務費
8

健康福祉部　地域福祉課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

（1）事業の概要・全体計画等

　障がい者の芸術・文化・交流活動を支援することにより、その社会参加を促進し、障がいの有無に関わらず、地域社
会の中でお互いを尊重しながら共生する社会の実現に寄与することを目的とする。

　平成29年10月21日からフランスのナント市において、日本とフランスの障がい者の芸術・文化・国際交流を目的とした
文化芸術交流事業が開催される。（※開催は、1週間程度）期間中、日本のアール・ブリュット作品展、国際研究フォー
ラム（シンポジウム・講演等）、日本の訪問団派遣による交流事業等が計画されており、パフォーミングアーツの出演団
体として、島根県の社会福祉法人いわみ福祉会（石見神楽）外3団体が選ばれ、今回の事業に参加することとなった。

　障がい者の文化芸術国際交流事業に参加し、国内外へ障がい者の文化・芸術の魅力を伝えることにより、障がい者
の社会参加促進、共生社会の実現、芸術文化の発展に寄与する。

　日本とフランスの障がい者の文化・国際交流の渡仏経費のうち、社会福祉法人いわみ福祉会の参加者23人の内、8
人分の交通費・宿泊費及び輸送費の一部を補助する。（15人分については実行委員会からの補助有）

【名称】
　2017 ジャパン×ナントプロジェクト
【期間】
　平成29年10月21日（土）～10月25日（水）
【主催】
　・文化庁
　・障害者の文化芸術国際交流事業実行委員会
　（構成団体：滋賀県、島根県、鳥取県、長崎県　外19団体）
　・フランス国立現代芸術センター”リュー・ユニック”
　・ナント国際会議センター”シテ・デ・コングレ”
【会場】
　フランス　ナント市（フランス国立現代芸術センター他）
【内容】
　障がい者による舞台芸術公演の一つとして、社会福祉法人いわみ福祉会芸能クラブが石見神楽（演目：大蛇）を上
演する。
【参加人数】
　社会福祉法人いわみ福祉会から、23人が参加
【各団体負担額】
　全体事業費                21,994,753円
　  実行委員会補助額       6,964,087円
　  浜田市補助額              4,650,000円
　  いわみ福祉会負担額   10,380,666円
【浜田市補助内容】
　実行委員会の補助対象となっている交通費、宿泊費及び輸送費（公演用神楽道具）について、所要額から実行委員
会の補助分（15人分、輸送費は1/2）を差し引いた残額を補助する
　　交通費： 1,786,160円（＠223,270円×8人）
　　宿泊費：　 857,600円（＠107,200円×8人）
　　輸送費： 2,007,037円（＠4,014,074円×1/2）
　　合   計： 4,650,000円（千円未満切捨て）

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

2．健康でいきいきと暮らせるまち
事業費

施策大綱 2-5．障がい者福祉の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

つく 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

1,500 1,500 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 1,500 1,500 0 0

事務事業名 美又地域６次産業化支援事業
14

金城支所　産業建設課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成28年度～平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

（1）事業の概要・全体計画等

　美又地域が取り組む『地域まるごと６次産業化』を支援し、高付加価値型農業を実現するとともに、交流人口の拡大
により活力に満ちた地域の再生を図る。

　美又湯気の里づくり委員会では、地域で黒大豆・黒米を生産し、地域が設立したNPO法人が黒豆腐・黒米焼酎を製
造し、美又温泉を中心に販売する『地域まるごと６次産業化』に取り組んでいる。地域での黒大豆・黒米の生産量は
徐々に増加しているものの、付加価値のある新たな作物の生産及び特産品の開発が、収入増を図るための課題となっ
ている。昨年、温泉もやしの栽培実験と機械補助を行ったが、特産化に向けて引き続き実証実験などが必要となった。

　黒食材は美肌に効果があるとされ、美肌の湯『美又温泉』との相乗効果を高めた新規の特産品を振興することで『地
域まるごと６次産業化』の取り組みが進み、美肌ブランドを定着させることで、交流人口の拡大と地域の活性化が図られ
る。
　中山間地域における農業と観光による地域再生の全国モデルとして高く評価され、農林水産省によるディスカバー
農山漁村の宝の優良事例にも選定され、地域づくりの機運も高まっている。

ＮＰＯ法人美又ゆめエイトへの補助　　　　1,500,000円
＜内訳＞　　・温泉もやし栽培実証実験     553,700円
　　　　　　　　・温泉納豆加工実験             510,800円
　　　　　　　　・成果報告会等                   435,500円

〇温泉もやしの栽培実証試験
　温泉もやしは、温泉の熱源を利用（栽培適温30度）した栽培方法で、東北２県の２地域のみで栽培されており、地元
だけでなく関東でも取引されている。西日本に温泉もやしの産地はなく、さらに、黒大豆の温泉もやしは全国的にも栽
培されていない。
　美又地域では、美肌に良いとされる黒食材と美又温泉を組み合わせた「地域まるごと６次産業化」に取り組んでおり、
島根県開発品種である「赤名黒姫丸」という黒大豆を栽培し、豆腐等に加工し販売を行っている。
　昨年行った栽培実証試験では一定の成果があったが、ビジネス化に向けた検証について支援する。

〇温泉納豆加工実験
　温泉もやしと同様に、温泉を活用した6次産業化の新たな特産品として、黒大豆を使った（仮称）「美又温泉納豆」を
開発するための加工実験を実施する。美肌に関心の高い女性をターゲットとした高付加価値商品の開発を支援する。

〇成果報告会等
　実証実験・加工実験についての成果報告会を開催する経費を支援する。具体的には、実証試験の検証のための栄
養価の調査や、温泉もやしの食味試験(試食会)などを行い、これまでの成果を地域住民等へ発信し、「美又ブランド」
向上を図る。

　市民参加の実施　（有　・　無）
　美又湯気の里づくり委員会が地域再生の柱として取り組む「地
域まるごと６次産業化」をさらに進めるため、ＮＰＯ法人美又ゆめ
エイトをまちづくりビジネスから地域産業ビジネスに成長を図るた
め支援する。

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるま
ち 事業費

施策大綱 2．農林業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当
1．雇用の確保

その他（　　　 　　　　）

一般財源

11



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

基盤 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

287,800 1,500 226,300 60,000

0 0 0 0

271,900 0 214,900 57,000

あり 0 0 0 0

なし 15,900 1,500 11,400 3,000

事務事業名 浜田駅前広場整備事業
19

都市建設部　建設企画課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成31年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

（1）事業の概要・全体計画等

　浜田ステーションホテル移転新築に合わせ、駅前広場を整備することにより、浜田市の玄関口であり交通の要衝であ
る当地区の賑わいの創出を図る。

　平成21年当時、駅舎新築工事と併せて広場整備したが、従前区域内での暫定整備であり狭隘な状況であった。

　ホテル移転により、駅前広場の拡張整備が可能となることから、通行の円滑化が図れ、浜田の玄関口としてふさわしい
整備が可能となる。また、民営の立体駐車場の整備により、駅周辺の施設利用者の利便性も向上する。

【事業概要】
　（用地） ・市有地売却（市営駐車場）   　約1,800㎡
　　　　　  ・ホテル用地買収　　　　　　    　約   630㎡
　　　　　  ・ＪＲ用地買収　　　　　      　  　 約2,560㎡
　（補償） ・建物移転補償　　　    　　　　　1式
　（委託） ・測量調査設計業務　　　　  　　1式
　（工事） ・ホテル周辺整備　　　　　    　　1式
　　　　　  ・駅前広場整備　　　　　　      　1式

今後のスケジュール（予定）
・H29.10～　 土地鑑定の依頼（売却地・買収地）
　　　　　　　   土地売却、買収関係先との交渉
　　　　         建物移転交渉
・H30. 1～　 測量調査設計業務（12月補正予定）
　　　　         ホテル周辺（水路）工事（12月補正予定）
・H30. 4～　 市有地売却
　　　　         ホテル用地買収
　　　　         JR用地買収
　　　　　　　   建物移転補償
・H31. 4～　 駅前広場整備工事
　
               　※H31年度完了予定

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

5．生活基盤が整った快適に暮らせるまち
事業費

施策大綱 5-4．充実した都市基盤の整備 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（合併特例債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

12



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 29年度 30年度 31年度以降

12,000 12,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 12,000 12,000 0 0

なし 0 0 0 0

3-5．歴史・文化の伝承と創造 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ 寄附金 ）

一般財源

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　石正美術館（本館）喫茶室の一部を、京都の石本正先生のアトリエをイメージした記念館的な空間に改修する。

　石本正先生が亡くなり、平成29年11月で2年を迎えようとしている。このような中、石本先生の御親族より、「改修事業
費を寄附するので、石正美術館内にアトリエの再現工事を実施してほしい。」との申し出があった。

　石本先生の制作に対するひたむきな姿勢を視覚的に体感できる空間を整備することにより、施設全体の魅力強化が
期待できる。

　現アトリエに残されている未完成の作品、画材、書架など、そのすべてを譲り受け、石正美術館に輸送し、展示する
施設とする。膨大で珍しいものを含む蔵書類も、保管を含めて展示することにより、石本先生の一日を思い浮かばせる
ようなたたずまいとする。

事務事業名 石正美術館施設改修事業
26

教育部　文化振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成29年度 ～ 平成29年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード

改修予定箇所

13



1 

１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

3 繰 越 金 1 37 38 37

36,344 37 36,381

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 駐 車 場 費 18,340 37 18,377

36,344 37 36,381

37

計

歳出合計 37

款 特   定   財   源補正前の額
補  正  額  の  財  源  内  訳

前年度繰越金

一般財源

款

歳入合計

説                   明

補　正　額

平成２９年９月 浜田市議会定例会 

 

 

 

 

 

 

■ 今回の補正予算は、平成２８年度決算剰余金の積立に係る予算措置について調整を行

うものです。 

 

 

■ 補正額は次のとおりです。 
                                   （単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

駐車場事業特別会計（第１号） 36,344 37 36,381 

 

 

■ 主な補正事項は次のとおりです。 

（１）平成２８年度決算剰余金の積立 

１．編 成 概 要 

２．予 算 規 模 

３．補 正 事 項 

４．駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

平成２９年度 駐車場事業特別会計補正予算(第１号)説明資料 



2 

２．事業別の補正事項

37

1 財政調整基金積立金 37 0 0 0 37

【事業費】
補正前 補正額 補正後

3,521 37 3,558

37 0 0 0 37

平成２８年度決算剰余金の積立

1 （駐車場費）

番号
新規

区分
事業名及び事業概要

駐車場費 合計

事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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４．後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

平成２９年９月 浜田市議会定例会 

 

 

0 
 

 

 

 

■ 今回の補正予算は、前年度繰越金の確定及び保険料等負担金の調整等を行うものです。 
 
 
 

 

 

■ 補正額は次のとおりです。                （単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

後期高齢者医療特別会計（第１号） 828,401 17,256 845,657 

 
 
 

 

 

■ 主な補正事項は次のとおりです。 

（１）前年度繰越金の確定 
（２）保険料等負担金の変更に伴う調整 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）説明資料 

１．編 成 概 要 

３．補 正 事 項 

２．予 算 規 模 

１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

4 繰 越 金 1 17,076 17,077 17,076

5 諸 収 入 35,907 180 36,087 180

828,401 17,256 845,657

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
2 後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金 770,736 17,076 787,812

4 諸 支 出 金 601 180 781 180

828,401 17,256 845,657 180

保険料還付金

歳出合計 17,076

款 特   定   財   源補正前の額 計補　正　額

説                   明

補  正  額  の  財  源  内  訳

一般財源

款

歳入合計

17,076

繰越金
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２．事業別の補正事項

17,076

1 保険料等負担金 17,076 0 0 0 17,076

【事業費】
補正前 補正額 補正後

770,736 17,076 787,812

17,076 0 0 0 17,076

180

2 保険料還付金 180 0 0 180 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

600 180 780

180 0 0 180 0

過年度分保険料の還付見込額の増加に伴う調整

諸支出金 合計

事業費 国県支出金 地方債

保険料等負担金の変更に伴う調整

後期高齢者医療広域連合納付金 合計

一般財源

4 （諸支出金）

番号
新規

区分
事業名及び事業概要 その他

（後期高齢者医療広域連合納付金）

事業費

2

番号
新規

区分
事業名及び事業概要 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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